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■平成21年４月１日～平成21年９月30日■

中間事業報告書



　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し
あげます。
　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　ここに当社第80期中間事業報告書をお届けいたします
ので、ご高覧賜りますようお願い申しあげます。
　なお、中間配当につきましては、１株につき３円75銭
とさせていただきました。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援
ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成21年12月

代表取締役社長 

株主の皆様へ
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事 業 の 概 況
（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

　当上半期のわが国経済は、一部には生産の下げ止まりや輸出の持ち直しなど
回復の兆しが見られましたが、全般的には、企業収益の減少に伴う雇用、所得
環境の低迷により個人消費も停滞するなど、景気は依然として極めて厳しい環
境下で推移しました。
　放送業界におきましては、景気低迷の長期化に伴い内需が低水準で推移した
ことが広告主企業の収益悪化や広告展開の構造的変化につながった結果、ラジ
オ、テレビへの広告出稿は東京地区をはじめ全国的に前年を大きく下回る水準
となり、厳しい状況が続きました。
　このような状況のなかで、当社は、ラジオ、テレビ番組の充実強化に努める
とともに、放送以外の部門における新たなイベントの企画・実施など営業活動
を積極的に推進しましたが、放送収入における減収が大きく響き、苦戦を余儀
なくされました。
　この結果、当上半期の営業収益は34億６千５百万円と、前年同期に比べ4.4％
の減収となりました。また、利益面におきましては、経常利益は前年同期に比
べ46.5％減の６千万円となり、中間純利益は３百万円の損失計上（前年同期は
５千６百万円の利益計上）となりました。

　部門別の概況は次のとおりであります。

ラジオ部門

　タイム収入は、プロ野球ナイター中継などのネットタイムをはじめ、全般的
にレギュラー番組における提供中止や予算縮小が続いたことにより、前年実績
を下回りました。
　また、スポット収入も、特に県内において依然としてレギュラー出稿の落ち
込みに歯止めがかからなかったことに加え、大型の単発出稿も減少したことが
響き、前年を大幅に下回りました。
　一方、制作収入は、広告主の販売促進に連動した公開録音番組や各種の大型
イベントを積極的に展開したことが功を奏し、前年を上回りました。
　この結果、ラジオ部門の収入は、前年同期比8.1％減の５億６千４百万円と
なりました。
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テレビ部門

　タイム収入は、４月改編以降のレギュラー提供の落ち込みに加え、前年の大
型スポーツ番組「北京五輪」「サッカー EURO2008」などに匹敵する番組が 
少なかったことによりネットタイムが低調に推移したことが響き、前年実績を
大幅に下回りました。
　収益の柱であるスポット収入は、県内出稿はほぼ前年並みとなりましたが、
売上高の大きい県外からの出稿では、ほとんどの業種において回復が見られな
かったため、前年を大きく下回りました。
　一方、制作収入は、タイム、スポットにおける減収を補うため、番組に連動
したイベントや広告主の需要に即した販売促進企画などを精力的に進めたこと
により、前年をやや上回りました。
　この結果、テレビ部門の収入は、前年同期比6.7％減の26億９千１百万円と
なりました。

その他の部門

　不動産賃貸収入は前年を僅かに下回る水準で推移しましたが、美術展や大型
スポーツイベントなどの各種事業に積極的に取り組んだことにより、催物収入
は前年実績を大幅に上回りました。なかでも、プロ野球セントラル・リーグ公
式戦「横浜ベイスターズvs中日ドラゴンズ」の新潟開催を主催・実施したこと
は当部門の増収に大きく寄与しました。
　この結果、その他の部門の収入は、前年同期比67.3％増の２億９百万円とな
りました。

「佐伯祐三展　―パリで夭逝した天才画家の道―」
７月４日～８月30日　新潟県立万代島美術館で開催
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　当期後半につきましては、国内景気にやや持ち直しの兆しは見られるものの
内需低迷の長期化に伴い、放送事業に大きな影響を及ぼす広告市況の不透明感
は拭えないことから放送業界を取り巻く経済情勢の急速な回復は期待できず、
厳しい環境が続くものと予測されます。
　このような状況のなかで、当社は、さらなる営業力の強化と徹底したコスト
削減に取り組み、全社挙げて収益の確保に努めてまいります。
　当社は今年６月、全社的な組織・業務の見直しとして、「ラジオ局」の営業
部門と「テレビ営業局」を新たに「営業局」として組織するとともに、「ラジ
オ局」の制作部門を「報道制作局情報センター」に統合いたしました。
　これにより、効率的なセールス活動と採算性を重視した営業施策に取り組む
体制を整えると同時に、ラジオとテレビの機能的な運用のなかで、制作経費の
見直しをはじめとする制作部門の効率化を進めております。
　今後は、これまで以上に地元に密着し情報量豊かな放送に努め、ラジオ及び
テレビの媒体力を強化するとともに、当社の財産であるソフト・コンテンツの
マルチユースを推進することにより、放送以外の事業分野においても引き続き
積極的なビジネスの拡大を図ってまいります。
　また、連結経営管理におきましても、連結子会社のさらなる財務体質の強化
に努め、ＢＳＮグループとしての企業価値の向上と強固で安定した経営基盤の
確立に全力を尽くす所存であります。

プロ野球セ・リーグ公式戦　横浜ベイスターズvs中日ドラゴンズ
９月５日、６日　ハードオフ エコスタジアム新潟で開催
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中間貸借対照表

単位：千円（千円未満切捨て表示）

期　　別
科　　目

当中間会計期間末
（平成21年９月30日現在）

前中間会計期間末
（平成20年９月30日現在）

前事業年度末
（平成21年３月31日現在）

（資産の部）
流 動 資 産 3,778,539 4,074,241 3,968,976

現 金 及 び 預 金 1,279,399 1,514,280 1,381,552
受 取 手 形 4,248 3,958 2,718
売 掛 金 1,483,274 1,603,211 1,604,723
有 価 証 券 280,512 290,133 280,274
貯 蔵 品 5,979 8,508 7,177
繰 延 税 金 資 産 97,903 102,398 116,637
そ の 他 650,718 554,573 600,151
貸 倒 引 当 金 △23,498 △2,821 △24,259

固 定 資 産 7,850,436 8,109,255 7,846,494
有 形 固 定 資 産 4,641,322 4,664,467 4,681,309

建 物 1,714,169 1,737,445 1,762,407
構 築 物 261,472 244,685 278,692
機 械 及 び 装 置 1,384,245 1,414,612 1,376,625
車 輌 及 び 運 搬 具 29,840 2,899 3,124
工 具 器 具 及 び 備 品 40,033 53,262 48,897
土 地 1,211,561 1,211,561 1,211,561

無 形 固 定 資 産 70,014 108,423 89,835
借 地 権 3,830 3,830 3,830
ソ フ ト ウ ェ ア 62,818 100,368 82,209
リ ー ス 資 産 3,365 4,224 3,794

投資その他の資産 3,139,099 3,336,365 3,075,350
投 資 有 価 証 券 1,738,631 1,981,856 1,561,245
関 係 会 社 株 式 258,213 258,213 258,213
差 入 保 証 金 15,173 12,939 13,907
美 術 用 品 228,022 227,922 227,922
繰 延 税 金 資 産 821,157 778,693 935,996
そ の 他 123,096 122,291 123,510
貸 倒 引 当 金 △45,195 △45,550 △45,445
資　　産　　合　　計 11,628,976 12,183,497 11,815,470
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期　　別
科　　目

当中間会計期間末
（平成21年９月30日現在）

前中間会計期間末
（平成20年９月30日現在）

前事業年度末
（平成21年３月31日現在）

（負債の部）
流 動 負 債 1,193,722 1,492,233 1,381,639

短 期 借 入 金 350,000 450,000 500,000
代 理 店 未 払 金 279,626 305,053 310,251
未 払 金 263,779 288,998 265,549
設 備 関 係 未 払 金 7,136 102,165 647
未 払 法 人 税 等 1,038 27,790 －
賞 与 引 当 金 198,605 225,812 232,501
そ の 他 93,536 92,415 72,689

固 定 負 債 983,642 1,065,088 1,062,018
リ ー ス 債 務 2,631 － 3,082
退 職 給 付 引 当 金 866,116 866,653 836,411
役員退職慰労引当金 114,895 198,435 222,525

負 債 合 計 2,177,365 2,557,321 2,443,657
（純資産の部）
株 主 資 本 9,387,323 9,419,296 9,413,317

資 本 金 300,000 300,000 300,000
資 本 剰 余 金 5,750 5,750 5,750

資 本 準 備 金 5,750 5,750 5,750
利 益 剰 余 金 9,081,978 9,113,934 9,107,963

利 益 準 備 金 75,000 75,000 75,000
その他利益剰余金 9,006,978 9,038,934 9,032,963
別 途 積 立 金 8,108,400 8,108,400 8,108,400
繰 越 利 益 剰 余 金 898,578 930,534 924,563

自 己 株 式 △405 △388 △396
評価・換算差額等 64,287 206,879 △41,504

その他有価証券評価差額金 64,287 206,879 △41,504
純 資 産 合 計 9,451,611 9,626,176 9,371,813
負債及び純資産合計 11,628,976 12,183,497 11,815,470
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中間損益計算書

単位：千円（千円未満切捨て表示）

期　　別
科　　目

当中間会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

前中間会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

前事業年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

営 業 収 益 3,465,196 3,623,326 7,290,246
ラ ジ オ 収 入 564,487 614,033 1,206,028
テ レ ビ 収 入 2,691,082 2,884,012 5,799,146
そ の 他 の 収 入 209,626 125,280 285,071

営 業 費 用 － 3,557,001 －
放 送 費 － 1,058,977 －
技 術 費 － 316,228 －
販 売 費 － 1,211,154 －
一 般 管 理 費 － 707,527 －
減 価 償 却 費 － 263,114 －

営 業 費 用 1,727,807 － 3,455,927
放 送 事 業 費 1,536,451 － 3,170,136
そ の 他 事 業 費 191,356 － 285,790

売 上 総 利 益 1,737,388 － 3,834,319
販売費及び一般管理費 1,726,701 － 3,702,010

販 売 費 1,098,232 － 2,391,389
一 般 管 理 費 628,468 － 1,310,621

営 業 利 益 10,687 66,325 132,308
営 業 外 収 益 53,558 54,567 79,096

受 取 利 息 ・ 配 当 金 40,772 45,010 57,750
そ の 他 12,786 9,557 21,345

営 業 外 費 用 3,430 7,158 16,508
支 払 利 息 2,703 3,605 6,898
そ の 他 727 3,552 9,610

経 常 利 益 60,814 113,735 194,896
特 別 利 益 543 7,425 10,693

投資有価証券売却益 － 1,772 5,040
貸 倒 引 当 金 取 崩 益 － 5,653 5,653
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 543 － －

特 別 損 失 2,273 3,737 20,524
固 定 資 産 除 却 損 2,273 2,987 6,440
投資有価証券売却損 － － 2,227
投資有価証券評価損 － － 10,907
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 750 950

税引前中間（当期）純利益 59,084 117,423 185,064
法人税、住民税及び事業税 1,008 26,819 80,407
法 人 税 等 調 整 額 61,563 34,478 32,003
中 間（ 当 期 ） 純 利 益 △3,487 56,125 72,653

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
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中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日）

 単位：千円（千円未満切捨て表示）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他の利益剰余金

別途積立金 繰越利益
剰余金

平成21年３月31日残高 300,000 5,750 5,750 75,000 8,108,400 924,563

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △22,498

中間純利益 △3,487

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 － － － － － △25,985

平成21年９月30日残高 300,000 5,750 5,750 75,000 8,108,400 898,578

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計
利益剰余金

合計

平成21年３月31日残高 9,107,963 △396 9,413,317 △41,504 △41,504 9,371,813

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △22,498 △22,498 △22,498

中間純利益 △3,487 △3,487 △3,487

自己株式の取得 △8 △8 △8

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額） 105,791 105,791 105,791

中間会計期間中の変動額合計 △25,985 △8 △25,993 105,791 105,791 79,797

平成21年９月30日残高 9,081,978 △405 9,387,323 64,287 64,287 9,451,611
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個別注記表

（中間貸借対照表の注記）

注 記 項 目
当中間会計期間末

（平成 21 年９月 30 日現在）
前中間会計期間末

（平成 20 年９月 30 日現在）
前事業年度末

（平成 21 年３月 31 日現在）
千円 千円 千円

有形固定資産の
　　減価償却累計額 10,416,212 9,972,079 10,190,633
担保に供している資産
　　定　期　預　金 150,000 150,000 150,000
　　投 資 有 価 証 券 － 222,880 204,100
　　建　　　　　物 1,140,478 1,172,639 1,156,559
　　土　　　　　地 1,047,429 1,047,429 1,047,429

（中間損益計算書の注記）

注 記 項 目
当中間会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

前中間会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

前事業年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

千円 千円 千円

減価償却実施額
　　有形固定資産 278,939 244,181 509,072
　　無形固定資産 19,821 18,932 38,766

（中間株主資本等変動計算書の注記）

注 記 項 目
当中間会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

前中間会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

前事業年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

１株当たり
　　中間（当期）純利益 △0円58銭 9円36銭 12円11銭
　　（発行済株式総数） （6,000,000株） （6,000,000株） （6,000,000株）
　　（期末自己株式数） （520株） （480株） （500株）

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
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重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

新 潟 放 送 興 業 ㈱  85 100.0 建物サービス及び不動産業

㈱ イ タ リ ア 軒 154  99.9 ホテル及び飲食業

㈱ＢＳＮアイネット 200  65.5 情報処理サービス及び電算機器
の販売

㈱ビーアイテック  50  65.5 パソコン機器及び関連商品の販売、
及びシステム建設並びに保守

  （注） ㈱ビーアイテックへの出資比率は、㈱ＢＳＮアイネットが所有する株式の間接
所有分であり、当社の実質持分を示しております。

　当社の連結決算における連結対象子会社は上記の重要な子会社４社であり、
当中間期の連結売上高は 91 億１百万円（前年同期比７億１千万円減）となり
ました。連結経常利益は１億６千４百万円の損失計上（前年同期は１千７百万
円の利益計上）、連結中間純利益は１億５千６百万円の損失計上（前年同期は
３千７百万円の損失計上）となりました。

ＢＳＮグループ

放 送 事 業

㈱ 新 潟 放 送

＊　㈱新潟映像技術

情報処理サービス
◇ ㈱ＢＳＮアイネット
◇ ㈱ビーアイテック
　 ㈱ＩＴスクエア
　 ㈱エム・エス・シー
　 ㈱エヌ・ティ・エス
　 龍越ソフト㈱
＊ ㈱グローバルネットコア
＊ ㈱日本ファシリティ

ホテル及び飲食
◇ ㈱イタリア軒

建物サービスその他
◇ 新潟放送興業㈱

当社、子会社８社、及び関連会社３社

（◇は連結対象子会社）
（＊は関連会社）
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中間連結貸借対照表

 単位：千円（千円未満切捨て表示）

期　　別
科　　目

当中間連結会計期間末
（平成21年９月30日現在）

前中間連結会計期間末
（平成20年９月30日現在）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日現在）

（資産の部）
流 動 資 産 7,442,395 8,513,978 8,981,287

現 金 及 び 預 金 3,308,354 3,864,626 3,362,790
受取手形及び売掛金 2,725,589 3,051,521 4,111,438
有 価 証 券 280,512 290,133 280,274
た な 卸 資 産 － 519,992 －
商 品 211,765 － 190,465
原 材 料 20,709 － 21,722
仕 掛 品 233,291 － 148,270
繰 延 税 金 資 産 310,388 270,763 273,658
そ の 他 358,525 525,998 605,424
貸 倒 引 当 金 △6,742 △9,057 △12,757

固 定 資 産 11,803,590 11,219,711 11,147,710

有 形 固 定 資 産 7,720,462 6,956,280 7,149,429

建 物 及 び 構 築 物 3,722,226 3,316,843 3,347,579
機械装置及び運搬具 1,475,716 1,464,299 1,433,528
土 地 2,220,847 2,047,719 2,047,719
そ の 他 301,671 127,418 320,600

無 形 固 定 資 産 208,161 175,506 181,460

ソ フ ト ウ エ ア 108,363 161,650 129,768
そ の 他 99,798 13,855 51,691

投資その他の資産 3,874,966 4,087,924 3,816,820

投 資 有 価 証 券 1,972,402 2,227,947 1,790,831
繰 延 税 金 資 産 1,273,629 1,206,333 1,387,927
そ の 他 678,243 703,306 687,620
貸 倒 引 当 金 △49,308 △49,663 △49,558
資　　産　　合　　計 19,245,985 19,733,690 20,128,998
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期　　別
科　　目

当中間連結会計期間末
（平成21年９月30日現在）

前中間連結会計期間末
（平成20年９月30日現在）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日現在）

（負債の部）
流 動 負 債 3,619,567 4,078,098 4,457,902

未 払 金 1,732,294 1,933,785 2,263,562
短 期 借 入 金 1,103,000 1,219,800 1,271,800
未 払 法 人 税 等 17,290 68,508 128,532
賞 与 引 当 金 503,686 532,700 518,145
そ の 他 263,296 323,304 275,862

固 定 負 債 3,237,979 3,142,351 3,168,272
長 期 借 入 金 792,000 841,000 745,100
退 職 給 付 引 当 金 1,855,072 1,778,813 1,793,383
役員退職慰労引当金 278,631 387,248 422,942
そ の 他 312,275 135,289 206,846

負 債 合 計 6,857,547 7,220,450 7,626,174
（純資産の部）
株 主 資 本 11,259,534 11,286,975 11,438,982

資 本 金 300,000 300,000 300,000
資 本 剰 余 金 5,750 5,750 5,750
利 益 剰 余 金 10,954,188 10,981,614 11,133,628
自 己 株 式 △405 △388 △396

評価･換算差額等 62,940 206,237 △42,797
その他有価証券評価差額金 62,940 206,237 △42,797

少数株主持分 1,065,963 1,020,027 1,106,639
純 資 産 合 計 12,388,438 12,513,240 12,502,823
負債及び純資産合計 19,245,985 19,733,690 20,128,998
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中間連結損益計算書

単位：千円（千円未満切捨て表示）

期　　別
科　　目

当中間連結会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

前中間連結会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

営 業 収 益 9,101,744 9,812,310 21,348,810
営 業 費 用 6,609,781 6,924,482 15,103,974
売 上 総 利 益 2,491,963 2,887,827 6,244,836
販売費及び一般管理費 2,687,504 2,904,122 5,718,418

販 売 費 1,672,128 1,803,301 3,617,464
一 般 管 理 費 1,015,376 1,100,821 2,100,953

営 業 利 益 △195,541 △16,295 526,418
営 業 外 収 益 48,143 52,455 86,695

受 取 利 息 ・ 配 当 金 27,416 35,278 50,558
賃 貸 料 収 入 6,821 7,000 13,618
そ の 他 13,905 10,176 22,517

営 業 外 費 用 16,975 18,967 40,005
支 払 利 息 13,856 18,045 34,934
そ の 他 3,118 921 5,071

経 常 利 益 △164,373 17,193 573,108
特 別 利 益 5,797 12,963 12,934

固 定 資 産 売 却 益 － 860 860
投資有価証券売却益 － 1,772 5,040
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5,797 10,330 6,625
そ の 他 － － 408

特 別 損 失 11,144 3,550 39,431
固 定 資 産 売 却 損 183 － 180
固 定 資 産 除 却 損 2,417 3,215 7,709
投資有価証券売却損 － － 2,227
投資有価証券評価損 － － 16,147
そ の 他 8,543 334 13,165

税金等調整前中間（当期）純利益 △169,720 26,606 546,611
法 人 税 等 19,517 72,302 －
法人税、住民税及び事業税 － － 338,999
法 人 税 等 調 整 額 － － △7,915
少 数 株 主 利 益（ 控 除 ） △32,297 △8,595 78,115
中間（当期）純利益 △156,941 △37,100 137,411

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
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中間連結株主資本等変動計算書
当中間連結会計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日）

単位：千円（千円未満切捨て表示）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 300,000 5,750 11,133,628 △396 11,438,982

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △22,498 △22,498

中間純利益 △156,941 △156,941

自己株式の取得 △8 △8

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 － － △179,439 △8 △179,447

平成21年９月30日残高 300,000 5,750 10,954,188 △405 11,259,534

評価・換算差額等
少数株主
持　　分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成21年３月31日残高 △42,797 △42,797 1,106,639 12,502,823

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △22,498

中間純利益 △156,941

自己株式の取得 △8
株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

105,738 105,738 △40,675 65,063

中間連結会計期間中の変動額合計 105,738 105,738 △40,675 △114,384

平成21年９月30日残高 62,940 62,940 1,065,963 12,388,438
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取締役、監査役及び相談役

代表取締役社長

代表取締役専務

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

相 談 役

相 談 役

高 橋 道 映
城所賢一郎
小 島 国 人
田中眞紀子

鷲 尾 正 秋
星 野 　 元

牧 野 庄 三
高 澤 正 樹

竹 石 松 次
林 　 敬 三
金 親 顯 男
熊 倉 雄 三
犬 塚 守 光
嘉 瀬 　 清
野 島 常 雄

中間連結キャッシュ・フロー計算書

単位：千円（千円未満切捨て表示）

期　　別
科　　目

当中間連結会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

前中間連結会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 767,626 722,631 874,558
投資活動によるキャッシュ・フロー △479,114 △167,501 △440,900
財務活動によるキャッシュ・フロー △182,710 △296,428 △374,095
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 105,802 258,701 59,562
現金及び現金同等物の期首残高 3,297,065 3,237,502 3,237,502
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 3,402,867 3,496,204 3,297,065

（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）
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株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

剰 余 金 の 配 当 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又
は登録株式質権者に対しお支払いいたします。

中 間 配 当 取締役会の決議によって、中間配当を実施する場合は、毎年９
月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株
式質権者に対しお支払いいたします。

外国人等の株主名簿へ
の記載又は記録の制限

当社定款には次の規定があります。
定款第８条『当会社は、次の各号に掲げる者（以下、「外国人等」
という。）のうち第１号から第３号までに掲げる者により直接
に占められる議決権の割合とこれらの者により第４号に掲げる
者を通じて間接に占められる議決権の割合として総務省令で定
める割合とを合計した割合が当会社の議決権の５分の１以上を
占めることとなるときは、放送法第52条の８第１項及び第２
項の規定に従い、外国人等の取得した株式について、社債、株
式等の振替に関する法律第152条第１項の規定にかかわらず
株主名簿に記載又は記録することを拒むことができる。
１．日本の国籍を有しない人
２．外国政府又はその代表者
３．外国の法人又は団体
４．�前３号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が
総務省令で定める割合以上である法人又は団体』

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

単 元 株 式 数 100株　　　公 告 掲 載 新 聞　　新潟日報

～～～～～～～～～～� 株券電子化後の株式に関するお取扱い �～～～～～～～～～～
◇証券会社に口座をお持ちの場合
 お問合せ先
 お 取 扱 店　お取引のある証券会社（口座をお持ちの証券会社）

　《ご注意》 　�未払配当金の支払い及び支払明細発行につきましては、下記の「特別口
座の場合」のお問合せ先、お取扱店をご利用ください。

◇特別口座の場合
〔お問合せ先〕〒168－8507　東京都杉並区和泉２－８－４
　　　　　　 みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
　　　　　　 電話　0120－288－324（フリーダイヤル）

〔お 取 扱 店〕みずほ信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
　　　　　　 みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店
　《ご注意》 　�単元未満株式買取以外の株式売買はできません。電子化前に名義書換を

失念してお手元に他人名義の株券がある場合、至急ご連絡ください。

〔 〕
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□本　　社　新潟市中央区川岸町３－１８　〒９５１－８６５５　TEL：０２５－２６７－４１１１
□長岡支社　長岡市千歳１丁目３－４３��メディアぷらっと　〒９４０－００８２　 TEL：０２５８－３５－７５３１
□上越支社　上越市仲町４-３-１９��マルケー・バスビル　〒９４３－０８３１　 TEL：０２５－５２４－２１１５
□東京支社　東京都中央区銀座５－１５－１�南海東京ビル�〒１０４－００６１　TEL：０３－３５４３－５００１
□大阪支社　大阪市北区梅田１－３－１－８００�大阪駅前第１ビル　〒５３０－０００１　TEL：０６－６３４４－２７０１

http://www.ohbsn.com


